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 第１章 経営戦略策定の背景と概要 

 

1.1  目的 

1.1.1 経営戦略策定の背景 

本村の特定環境公共下水道事業は、受益者の費用負担にもとづいて地域住民にサービス

を提供する地方公営企業に該当します。 

特定環境公共下水道事業は、地方公共団体が行う事業であり、主としてその経費を当該

事業より生ずる収入をもって充てることのできる事業については、地方財政法第５条にお

いて、地方公共団体の経営するいわゆる公営企業とされており、この地方公営企業には、

将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画について、

「経営戦略」として２０２０年度までに策定することが総務省より通知されています（「公

営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年 8 月 29 日付け総財公第 107 号、

総財営第 73 号、総財準第 83 号、総務省自治財政局公営企業課長、同公営企業経営室長、

同準公営企業室長通知）。 

本経営戦略は、本村における特定環境公共下水道事業を取り巻く環境や、将来にわたる

課題等を、公共性及び経済性の中長期的な視点から客観的に整理し、持続可能な事業運営

をすることを目的に策定します。 

 

1.1.2 対象となる施設 

平成 30 年度末における、特定環境公共下水道事業に係る本村の施設を「経営戦略」の計

画対象とします。  

 

 

1.2  計画期間 

 本戦略の対象期間は、2019 年度から 2028 年度までの１０年間とします。このような中

長期的な計画となるのは、総務省のガイドラインに適合するとともに、その管理には長期

的な視点が必要不可欠となるためです。 
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 第２章 特定環境公共下水道事業の現状と課題 

 

2.1  特定環境公共下水道事業の推移 

2.1.1 特定環境公共下水道施設事業費 

本村の特定環境公共下水道事業（以下「特環」）は、平成 9年 7月に着工し、平成 13 年 8

月に供用を開始いたしました。主要な施

設は、管渠が３１億円、処理場６億円、

その他０.４億円です。 

財源は、国庫補助金が９億円、地方債

４億円、受益者負担金０.３億円及びそ

の他２５億円、合計で３８億円となって

おります。 

これらの整備に係る借入（地方債）の

平成 29 年度末残高は、約０.９億円とな

っております。 

 

 

 
 

 
2.1.2 施設及び操業の状況 

表１に特環の施設及びその操業状況を示しております。 

下水道は、汚水の排除、雨水の排除、公共用水域の水質保全という大きな３つの役割が

あり、美しい自然と人びとが健康で快適な生活環境をつくるための欠かせない都市基盤施

設です。 

本村の特環事業は開始から約１５年以上経過しており、これから耐用年数を超える設備

もありますが、主要な施設である管渠等は、今後２０年間に更新の予定はありません。ま

た処理場については、定期的に修繕を実施しており、大規模な改修等の予定はありません。 

表 １ 

供用開始日   平成 13 年 8 月 1日 

現在処理区域内人口 人 1,284 

現在水洗便所設置済人口 人 948 

現在処理区域面積 ha 81 

処理区域人口密度 人/ha 15.9 

下水管布設延長 Km 26 

総事業費 千円 3,779,018 

内
訳 

国庫補助金 千円 855,910 

地方債 千円 407,500 

受益者負担金 千円 34,100 

その他 千円 2,482,358 

管渠費 千円 3,128,446 

国庫補助

金

856 

22%

地方債

408 

11%

受益者負

担金

34 

1%

その他

2,482 

66%

管渠費

3,128 

83%

処理場費

610 

16%

その他

40 

1%

図-1 

総額 

３８億円 
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ポンプ場費 千円 0 

処理場費 千円 610,454 

その他 千円 40,118 

年間有収水量   157,740 

出典：総務省公営企業決算調査（平成 29 年度） 

  

直近５年間の特環の利用度である水洗化率の推移を図２に示しております。 

水洗化率は、上昇（改善）しておりますが、人口減少により処理区域内人口が減少し

ていることが主な理由です。 

 

2.2  事業の経営状況 

   
2.2.1 事業収支の状況 

平成 29 年度の事業費用の内訳を

図３に示しております。 
汚水処理費（事業費用―支払利息）

は、２６.１百万円となっており、

一方料金収入が、１２.９百万円で

あり、経費回収率は、４９％となっ

ております。 
また過去５年間の特環事業の営業

収支状況を、図４に示しております。 
出典：総務省平成 29 年度公営企業決算

調査表 

 

図  ２ 

 

2013 2014 2015 2016 2017
現在処理区域内人口 1395 1368 1348 1306 1284

現在水洗便所設置済人口 876 902 923 930 948

水洗化率 63% 66% 68% 71% 74%
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職員給与

費

2,605 

9% 動力費

5,576 

20%

委託料

10,898 

39%

修繕費

3,755 

13%

薬品費

994 

4%

その他

2,335 

8%
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1,839 

7%

平成29年度費用実績（千円）

図 ３
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料金収入はやや増加しており、一方汚水処理費は減少の傾向にあり、経費回収率は改善の

方向性が見られますが、他の自治体に比較して相対的に低いと判断されます。 

     

2.3  事業環境と課題 

 周辺の自治体と同様に、人口減による利用料金収入の減少が懸念されます。 
 
2.3.1 水洗化率 

 図５に全国の特定環境公共下水道事業の水洗化率の比較及び周辺自治体の状況を示して

2013 2014 2015 2016 2017

料金収入 12,965 12,291 12,126 12,272 12,903

汚水処理費 34,353 38,270 27,054 26,882 26,163

年間有収水量 133,131 130,001 132,180 122,795 157,740
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おります。 
 本村の水洗化率は 74％と相対的に低く、経営上の課題となっております。 
 
2.3.2 利用料金単価 

図６ に全国の特定環境公共下水道事業の利用料

金単価との比較を示しております。 
82 円／ と下位５％以下の水準であり、適切な水

準まで値上げすることが、健全な経営を維持する上

の課題となっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 経費回収率 

 図７に全国の特定環境公共下水道事業の経費回

収率の比較を示しております。 
料金単価が低いため、経費回収率は４２％と下位１

０％の低い水準となっております。 
   
 
 

  

図  ６ 
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 第３章 経営戦略と具体的な施策 

3.1  基本方針 

公共性及び経済性の中長期的な視点から、現在から将来に亘って課題を客観的に整理し、

持続可能な事業運営をすることを、基本方針とします。 

3.2  経営方針 

１）水洗化率を改善する 
２）利用料金を適切な水準までの値上げを検討する 
３）他会計（一般会計）からの繰出金を減少させる 
４）本村の財政状況や、社会情勢の変化を定期的に分析し、状況に応じて経営方針を適宜

見直す 

3.3  施設の更新 

施設の更新については、経営戦略計画期間中は、予定しておりません。 
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 第４章 収支計画 

 

現状の課題及び基本方針に沿って、今後の事業収支を以下の前提で試算いたしました。 

4.1  投資・財政シミュレーション 

4.1.1 前提条件 

１）人口推計 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所 

 

２）インフレ率  

今後５年間で、インフレ率は 2.0% まで上昇し、その後横ばいで推移する 

  

３）地方債起債条件  

 借入利率：インフレ率+1.25%  

 返済期間：20 年  

 返済方法：元利均等返済 

  

４）水洗化率  

 今後１０年間で８４％まで改善する  

 
左軸：インフレ率、借入利率 
右軸：水洗化率 
 
５）年間有収水量 
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年間有収水量： 157,740  ／年  平成 29 年度の実績値 
処理区域住民分： 76,847  ／年  全国平均（290L/日）から推定 
観光客分：     80,893  ／年   差分 

 
処理区域住民分推定方法：前年度有収水量×（1―人口減少率）×（当年度水洗化率／前年度水洗化率） 
観光客分：一定 
 
６）料金単価は、平成 29 年度の実績（81.8 円／ ）をベースとして、その後は３年おき 

にインフレ率に連動する。また今後１０年間で 10 円／ の値上げを計４回行い、周辺の自

治体との乖離を解消する 

 

７）建設改良工事費   
年間工事費用      4,399 千円／年（現価ベース；過去 3 ヶ年の平均）  
財源 起債  95%   
 国庫補助金 0%   
 負担金  5%   
 
 
4.1.2 収支試算の方法 

 総務省の経営戦略策定ガイドラインに即して、法非適用公営企業に適用される会計基準（現金主義）

に準拠           
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収益的収支注１＝収益的収入ー収益的支出      
  
収益的収入＝料金収入＋他会計繰入金注 2      
  
収益的支出＝職員給与費+修繕費+動力費+委託料+その他    
  
資本的収支注 1＝資本的収入ー資本的支出      
  
資本的収入＝地方債発行収入＋国庫補助金＋他会計補助金注 3    
  
資本的支出＝建設改良費+地方債償還金      
  
注 1：総務省の経営戦略策定ガイドラインでは、その収支が均衡（ゼロ以上）することが、

要請されています         
注 2：事業の運営に係る費用（減価償却費に相当分を除く）が運営収入（料金収入）を上

回った場合、収益的収支を均衡させるために他会計（一般会計）から繰出される支出 
   
注 3：事業の設備投資（施設の建設、大規模改修等）に係る償還金の返済資金（地方債の

償還金で減価償却費に相当）で、資本的収支を均衡させるために他会計（一般会計）から

繰出される支出         

         

 

 

  

収益的収入 収益的支出　　 資本的収入 資本的支出

他会計繰入金

料金収入

費用
国庫補助金

建設改良費

他会計補助金 地方債償還金

地方債

発行収入
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4.2  投資財政計画 

 

4.2.1 収益的収支試算結果 

 図８に収益的収支の試算結果を示しております。 
料金収入は、主に値上げの効果により人口減少分と相殺されて、今後１０年間は緩やか

に増加するものと試算されます。一方で、経費はインフレに連動して上昇しますが、経費

回収率は改善され、他会計繰入金は逓減すると試算されます。１１年目以降は人口減少の

影響で、料金収入はインフレと相殺され、その増加は鈍化し、経費のインフレ上昇により、

経費回収率は悪化し、他会計繰入金は上昇すると試算されます。 
  
4.2.2 資本的収支試算結果 

 図９に資本的収支の試算結果を示しております。 
既存の借入が終了する１０年後まで地方債残高は逓減し、2030 年には約４５百万円まで

減少し、その後徐々に増加して３０年後には８５百万円程度になると試算されます。 
 なお、施設の更新費用は試算期間中見込まれておりません。 
 
4.2.3 投資財政計画 

 表２，表３，表４に本戦略の計画期間中の投資財政計画（収支計画）を示しております。  
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4

8
,4

7
1

8
,2

0
8

7
,3

9
0

（
３

）

（
４

）

（
５

）
5
,4

9
5

（
６

）
8
5
0

2
2
0

2
2
1

2
2
3

2
2
5

2
2
9

2
3
3

2
3
8

2
4
3

2
4
8

2
5
3

2
5
8

（
７

）

２
(G

)
2
3
,7

1
9

1
0
,6

3
9

1
0
,7

5
9

1
1
,4

5
0

1
1
,4

2
8

1
1
,7

9
0

1
2
,1

7
1

1
2
,5

7
4

1
2
,9

8
1

1
3
,3

3
3

1
3
,1

6
7

1
2
,4

4
8

（
１

）
1
7
,5

5
1

4
,3

9
9

4
,3

9
9

4
,4

1
7

4
,4

5
2

4
,5

0
5

4
,5

7
7

4
,6

6
9

4
,7

6
2

4
,8

5
8

4
,9

5
5

5
,0

5
4

（
２

）
(H

)
6
,1

6
8

6
,2

4
0

6
,3

6
0

7
,0

3
3

6
,9

7
6

7
,2

8
5

7
,5

9
3

7
,9

0
5

8
,2

1
9

8
,4

7
6

8
,2

1
3

7
,3

9
5

（
３

）

（
４

）

（
５

）

３
収

支
差

引
(I

)
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

収 　 益 　 的 　 収 　 支 資 　 本 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 資 本 的 収 入 資 本 的 支 出
他

会
計

へ
の

繰
出

金

そ
の

他

そ
の

他

そ
の

他

他
会

計
繰

入
金

う
ち

一
時

借
入

金
利

う
ち

退
職

手
当

2
0
2
2
年

度
2
0
2
3
年

度
2
0
2
7
年

度
2
0
2
8
年

度
2
0
2
4
年

度
2
0
2
5
年

度
2
0
2
6
年

度
2
0
2
1
年

度

料
金

収
入

営
業

収
益

受
託

工
事

収
益

2
0
2
0
年

度
2
0
1
9
年

度

営
業

外
収

益

総
収

益

そ
の

他

地
方

債

(A
)-

(D
)

そ
の

他

総
費

用

営
業

費
用

資
本

的
収

入

営
業

外
費

用

そ
の

他

支
払

利
息

他
会

計
補

助
金

他
会

計
長

期
借

入
金

返
還

金

職
員

給
与

費

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

資
本

的
支

出

(F
)-

(G
)

う
ち

職
員

給
与

費

建
設

改
良

費

他
会

計
借

入
金

固
定

資
産

売
却

代
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

工
事

負
担

金

地
方

債
償

還
金
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表
 

 
３

 

 

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

年
　

　
　

　
　

　
度

20
1
7
年

度
2
01

8
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

(J
)

△
 4

8
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(K
)

(L
)

2
,5

9
4

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

(M
)

(N
)

(O
)

(P
)

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

(Q
)

(R
)

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

2
,1

0
6

(S
)

(S
)

(B
)-

(C
)

(A
)

(D
)+

(H
)

(U
)

1
2
,9

0
3

1
2
,9

0
3

1
2
,9

0
3

1
2
,8

3
1

1
4
,3

9
8

1
4
,2

2
8

1
4
,0

6
2

1
6
,1

6
6

1
6
,1

6
5

1
5
,9

6
7

1
8
,3

8
4

1
8
,1

6
5

（
V
)

(W
)

(X
)

1
2
,9

0
3

1
2
,9

0
3

1
2
,9

0
3

1
2
,8

3
1

1
4
,3

9
8

1
4
,2

2
8

1
4
,0

6
2

1
6
,1

6
6

1
6
,1

6
5

1
5
,9

6
7

1
8
,3

8
4

1
8
,1

6
5

(Y
)

(Z
)

9
0
,3

0
5

8
4
,0

6
5

8
1
,8

8
4

7
9
,0

4
7

7
6
,3

0
0

7
3
,2

9
5

7
0
,0

5
0

6
6
,5

8
1

6
2
,8

8
7

5
9
,0

2
6

5
5
,5

2
0

5
2
,9

2
7

地
方

債
残

高

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額
健

全
化

法
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
解

消
可

能
資

金
不

足
健

全
化

法
施

行
令

第
1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
V
）
/
（
X
）
×

1
0
0
)

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
　

(B
)-

(C
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
((

T
)/

(U
)×

1
0
0
)

7
6

7
6

7
6

7
8

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

(T
)

7
9

7
7

7
8

7
7

7
7

7
6

収
益

的
収

支
比

率
×

1
0
0）

8
1

7
9

赤
字

比
率

（
×

1
0
0）

収
益

的
支

出
に

充
て

た
地

方
債

収
益

的
支

出
に

充
て

た
他

会
計

借
入

金

形
式

収
支

(J
)-

(K
)+

(L
)-

(M
)+

(N
)+

(O
)

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(P
)-

(Q
)

赤
字

収
支

再
差

引
(E

)+
(I
)

積
立

金

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

前
年

度
繰

上
充

用
金

2
0
2
5
年

度
20

2
6
年

度
2
0
27

年
度

2
0
2
8
年

度
2
0
1
9年

度
20

2
0
年

度
2
0
21

年
度

2
0
2
2
年

度
20

2
3
年

度
2
0
24

年
度
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表
 

 
４

 

 

○
他

会
計

繰
入

金
年

　
　

　
　

　
度

2
0
1
7
年

度
2
0
1
8
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

収
益

的
収

支
分

1
4
,6

1
1

1
1
,2

7
2

1
1
,1

5
1

1
1
,2

4
2

9
,7

9
6

1
0
,1

8
9

1
0
,6

8
7

9
,0

2
6

9
,4

9
3

1
0
,1

6
1

8
,1

7
0

8
,7

4
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
4
,6

1
1

1
1
,2

7
2

1
1
,1

5
1

1
1
,2

4
2

9
,7

9
6

1
0
,1

8
9

1
0
,6

8
7

9
,0

2
6

9
,4

9
3

1
0
,1

6
1

8
,1

7
0

8
,7

4
9

資
本

的
収

支
分

1
7
,3

7
4

6
,2

4
0

6
,3

5
9

7
,0

3
1

6
,9

7
4

7
,2

8
1

7
,5

8
9

7
,9

0
0

8
,2

1
4

8
,4

7
1

8
,2

0
8

7
,3

9
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

1
7
,3

7
4

3
1
,9

8
5

1
7
,5

1
2

1
7
,5

1
0

1
8
,2

7
4

1
6
,7

6
9

1
7
,4

7
0

1
8
,2

7
6

1
6
,9

2
6

1
7
,7

0
7

1
8
,6

3
1

1
6
,3

7
8

1
6
,1

3
8

う
ち

基
準

外
繰

入
金

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

2
0
2
4
年

度
2
0
2
5
年

度
2
0
2
6
年

度
2
0
2
7
年

度
2
0
2
8
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

2
0
1
9
年

度
2
0
2
0
年

度
2
0
2
1
年

度
2
0
2
2
年

度
2
0
2
3
年

度
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